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Ⅰ はじめに 

 

 民法 624 条は、1 項で「労働者は、その約した労働を終わった後でなければ、報酬を請求

することができない。」と定め、2 項で「期間によって定めた報酬は、その期間を経過した

後に、請求することができる。」と定めている。これらの規定については、労働義務の履行

請求権と賃金請求権は労働契約締結と同時に発生し、支払時期のみを定めたとする見方と、

労働義務の履行により賃金請求権が発生することを定めたとする見方（ノーワーク・ノーペ

イ）の 2 つがあるが、特にストライキ参加者に対する賃金不支給（賃金カット）の根拠とし

て、後者が半ば自明のものとして定着している(注 1)。 

 その一方で判例は、使用者の責めに帰すべき事由により労務の履行が不能となった場合

については、危険負担にかかる民法 536 条 2 項を根拠に、労務が実際に提供されなくても、

労働者に賃金請求権を認めている。危険負担は、双務契約の一方の債務が履行不能となった

場合に反対債務が消滅しないことを定めた規定であり、賃金請求権の発生の根拠規定とは

なりにくいはずである(注 2)。すなわちノーワーク・ノーペイ原則とかかる危険負担による

処理は、本来矛盾するものである。そこで中間試案第 42、1（2）では、「労働者が労務を履

行することができなくなった場合であっても、それが契約の趣旨に照らして使用者の責め

に帰すべき事由によるものであるときは、労働者は、反対給付を請求することができるもの

とする。この場合において、自己の債務を免れたことによって利益を得たときは、これを使

用者に返還しなければならないものとする。」とあえて規定化することが提案された。 

 平成 29 年民法（債権関係）改正は（以下、同改正前民法を「旧法」、改正後民法を「新法」

と呼ぶ）、ノーワーク・ノーペイ原則及び使用者の責めに帰すべき事由により労務の履行が

不能となった場合の危険負担処理による賃金請求権の発生につき、変更を及ぼすものでは

ない。しかし同改正により、危険負担の位置づけは大きく変化した。本稿は、新法の下で危

険負担が変容したことをきっかけに、ノーワーク・ノーペイ原則の意義を改めて見直すこと

を目的とするものである。 
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Ⅱ ノーワーク・ノーペイ原則の状況 

 

1．ノーワーク・ノーペイ原則を示した判例 

 ノーワーク・ノーペイ原則は、半ば自明のことと考えられているため、判例上の根拠が示

されることは必ずしも多くないが、以下の 2 つの判例を挙げることができる。 

 第 1 に、労務を終了しない部分にかかる賃金債権は差押え可能であるが、転付命令の対象

とならないとした事案(注 3)であり、大審院は以下のとおり判示した。 

「俸給又ハ此ニ類スル継続収入ノ債権ノ差押ハ差押後ニ収入ス可キ金額ニ其ノ効力

ヲ及ホスコトハ民事訴訟法第 604 条(注 4)ノ明定スルトコロナリト雖其ノ差押ヘラ

レタル債権ニ付転付命令ノ送達アリタル場合ニ於テハ転付セラル可キ債権カ該命令

ノ送達即チ効力発生当時現存セサル以上ハ債権転付ノ効力ヲ生セサルコト言ヲ俟タ

ス然リ而シテ雇用契約ニ因ル労務者カ使用者ヨリ受クヘキ俸給其ノ他ノ報酬ノ如キ

モ労務者ニ於テ其ノ約シタル労務ヲ終リタル後ハ其ノ部分ノ報酬債権ヲ有スルモ未

タ労務ヲ終ラサル限リハ之カ報酬債権ヲ有セス従テ前者即チ労務ヲ終リタル部分ニ

対スル報酬債権ハ転付命令ニ因リ債権転付ノ効力ヲ生スルハ勿論ナルモ後者即チ未

タ労務ヲ終ラサル部分ニ付テハ報酬債権発生セサルカ故ニ債権転付ノ効力発生ノ余

地ナキモノト謂ハサルヲ得ス」 

 この判決に対しては、差押えが可能な賃金にかかる基本債権は雇用契約と同時に発生す

るが、履行請求が可能な支分権としての具体的賃金請求権は、労務の終了によって発生する

と肯定的に解釈する見解(注 5)があるが、労働契約締結時に発生した賃金請求権が、民法 624

条により条件または期限付きであることから、券面額が確定しないゆえに転付命令の対象

とならないと解すれば十分であり(注 6)、ノーワーク・ノーペイ原則に直結させる必要はな

いように思われる。また差押え、転付命令の連続性からは、判例を支持する見解のようにこ

れらの対象を別の債権ととらえるのは、妥当でないであろう。少なくとも、転付命令の対象

とならないことをもって、労務の履行により賃金請求権が発生したと見るのは疑問である。

なお賃金請求権を雇用契約の締結と同時に発生する基本債権と支分権としての具体的請求

権に分ける見解は、その基本債権の内容が極めて抽象的であり、契約当事者にどのような拘

束力を及ぼすのか明らかでない。使用者に指揮命令の行使を求めず、あくまでその行使は使

用者の任意とするのであれば、使用者が具体的な指揮命令を行わなければ支分権が発生し

ないことから、労働契約における労働者の賃金を受領する期待をあまりに軽視しているよ

うに思われる。 

 第 2 に、裁判により解雇が無効となると、後で述べるように使用者に解雇期間中の賃金支

払いが命じられるが、無効確定まで時間を要するため、本案訴訟未確定の段階で、解雇期間

の賃金仮払仮処分により労働者の生活基盤の確保が図られる場合がある。控訴審が原審の

仮払仮処分を取り消したことに伴い、使用者が労働者に対し、受領した仮払金につき、依然

として本案訴訟未確定の段階での返還を求めた事案(注 7)で、最高裁は、以下のとおり判示
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し、労働者に仮払金の返還義務を命じた。 

「実体法上の賃金請求権は、労務の給付と対価的関係に立ち、一般には、労働者に

おいて現実に就労することによって初めて発生する後払的性格を有するところ、仮

払仮処分は、使用者による就労拒絶という事態を前提とし、これが将来も続くこと

を予想して発せられるのが通例であって、仮処分債権者に対し労務の給付又はその

提供を義務づけるものではなく、仮処分債務者の仮払金支払義務も当該仮処分手続

内における訴訟法上のものとして仮に形成されるにとどまり、その執行によって実

体法上の賃金請求権が直ちに消滅するものではない。したがって、仮払金返還請求

権は、右賃金請求権の存否に関する実体的判断とはかかわりを有しないこととなる

から、それをめぐる本案訴訟が別に係属中であっても、仮払金返還請求権の発生な

いし行使の障害になるものではないというべきである。」 

この判決では、仮払金返還請求権が実体法上の賃金請求権と無関係に消滅することを判

示するにあたり、ノーワーク・ノーペイ原則は、特段その前提をなすとはいえず、傍論に過

ぎないと思われる。 

 

2．ノーワーク・ノーペイ原則を巡る学説の状況 

 ノーワーク・ノーペイ原則に異議を唱える学説は少数であるが、労働契約が双務契約であ

ることを根拠として、労働契約の締結により、支分権としての具体的請求権を含む賃金請求

権が発生するとする説が唱えられた(注 8)。この説は、売買契約等の通常の双務契約では、

物を引き渡さなければ代金債権が発生しないなどとは考えられておらず、双務契約上の両

債権は契約の当初から発生し、労働契約だけを特別視する理由はないとする(注 9)。 

 この説に対しては、労務給付は時間の要素と結びつく継続的な法律関係であり、労働者が

自己の責めに帰すべき事由によって欠勤する場合には、労働者の債務は時々刻々と履行不

能となるが、働くことなしに労働者は使用者に賃金を請求できるはずはないとして、労働契

約締結時の賃金請求権の発生を否定し、ノーワーク・ノーペイ原則を肯定する反対説(注 10)

がある。しかしこの説に従えば、請負契約においても、仕事が完成しなければ請負人は注文

者に報酬請求権が発生しないことになるが、請負契約締結時に請負人に報酬請求権が発生

することが判例上確立している(注 11)。さらにこの説は、労働契約締結時に賃金請求権を認

め、労働者の履行不能により使用者が損害賠償請求権を得、労働者の賃金請求権と並立した

場合、解除または相殺による処理は、賃金全額払いの原則（労基法 24 条 1 項）や解除の不

遡及（民法 630 条）により困難であるとする(注 12)。しかし解除の不遡及は、継続的契約の

特質に鑑み、過去の就労や賃金支払いをなかったことにはしないことを意味するに過ぎず、

すでに生じた損害賠償債権と賃金支払債務の消滅を認めない趣旨ではない。もっともこの

反対説においては、従来ノーワーク・ノーペイ原則が、民事免責の対象となるストライキに

おける賃金カットの枠組みで論じられてきたことを超え、労働者の責めに帰すべき事由に

よる労務の不提供における賃金請求権の帰趨に注目としたことが重要であろう。 
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 ただしノーワーク・ノーペイ原則否定説においても、労働しないとそもそも賃金請求権が

発生しない場合があることを認めている(注 13)。出来高給や歩合給のように、就労が終了し

ないと賃金額が決定しない場合が該当する。またノーワーク・ノーペイ原則を認める場合も、

賃金の前払いのように特約による排除が可能であり、賃金請求権の発生時期についての合

意内容が不明確な場合の補充的原則にとどまる(注 14)。しかし賃金制度で最も多くみられる

ものが月給制であることを考えると、原則というためには、月給制にノーワーク・ノーペイ

が妥当しなければならないであろう(注 15)。 

 以下、本稿のⅥまでの記述においては、月例賃金のうち、時間を単位として定められる基

本給を前提に論じる。ただし基本給であっても、仕事量に応じて決定される出来高給等は、

上記のとおり、検討から除かれる。 

Ⅶ以降は、基本給以外の賃金について、ノーワーク・ノーペイ原則が妥当するか、労働

環境や法制度の変化を受け、ノーワーク・ノーペイ原則が賃金制度全体にどのような影響を

及ぼすか、検討する。なお基本給は、短時間労働者（パート・アルバイト）については時間

給制が取られる場合が多く、正社員にあっては、管理職を中心に年俸制が取られる場合があ

る。年俸制は、当該年度の開始前に 1 年間の賃金総額が決定され、各月に分割されて支払わ

れるのが特徴である。年俸制は、成果主義賃金の代表例であるが、前年度の成果は、あくま

で当該年度の賃金を算定するための要素に過ぎず、前年度の労働の対価の後払いではない

(注 16)。時間給制も年俸制も、労働義務の履行前に賃金の額が確定している点で、通常の正

社員の定額基本給と違いはない。 

 

3．賃金カットを巡る判例の状況 

 単純にストライキ中の賃金の全額支給を求めて提訴がなされることはまずない。実際に

問題となったのは、賃金の性格に応じて賃金カットの対象とならない部分があるか否か、及

び年次有給休暇取得時にストライキに参加した場合に賃金は支給されるかという事案であ

る。 

 三菱重工長崎造船所事件(注 17)では、就業規則の定めに従い、ストライキの期間に応じて

家族手当を含む時間割賃金の削減がなされた。賃金には、日々の労働の対価としての交換的

部分と、勤務時間や仕事量に関係なく労働者の地位にある間、固定的に支給される生活補助

的、保障的部分があり、家族手当は後者であるとして、賃金カットの対象とならないかが問

われた。最高裁は、「ストライキ期間中の賃金削減の対象となる部分の存否及びその部分と

賃金削減の対象とならない部分の区別は、当該労働協約等の定め又は労働慣行の趣旨に照

らし個別的に判断するのを相当とし、・・・いわゆる抽象的一般的賃金二分論を前提とする

被上告人らの主張は、その前提を欠き、失当である。」と判示し、就業規則の規定及び家族

手当の削減が労働慣行となっていることを根拠に、家族手当を含む賃金カットを認めた。 

 津田沼電車区事件(注 18)では、当初予定されていたストライキの期日が繰り上がり、予め

労働者が年次有給休暇を請求した時季に重なったことから、労働者がストライキに参加し
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たところ、年次有給休暇と認められず欠勤として処理され、賃金カットがなされたことの是

非が問われた。最高裁は、「上告人は、前記争議行為に参加しその所属する事業場である津

田沼電車区の正常な業務の運営を阻害する目的をもって、たまたま先にした年次休暇の請

求を当局側が事実上承認しているのを幸い、この請求を維持し、職場を離脱したものであっ

て、右のような職場離脱は、労働基準法の適用される事業場において業務を運営するための

正常な勤務体制が存在することを前提としてその枠内で休暇を認めるという年次有給休暇

制度の趣旨に反するものというべく、本来の年次休暇権の行使とはいえないから、上告人の

請求に係る時季指定日に年次休暇は成立しないというべきである。」と判示し、賃金カット

を認めた。労働者には、年次有給休暇の自由利用が認められるが(注 19)、正常な業務の運営

を阻害する目的で年次有給休暇を取得する一斉休暇闘争においては、年次有給休暇の成立

が否定される(注 20)。この事案における年次有給休暇の請求は、予め正常な業務の運営を阻

害する目的でなされたものではないが、ストライキを理由とする賃金カットが認められる

結果となった。 

 賃金カットに関する判例の評釈においては、冒頭でノーワーク・ノーペイ原則に言及する

ことが多いが(注 21)、上記の判例においては、ノーワーク・ノーペイ原則が明示されておら

ず、Ⅱ-1．で触れたノーワーク・ノーペイ原則を示した判例の引用もない。これらの判断を

導くうえで、労働義務の履行により賃金請求権が発生することを根拠とする必然性は見当

たらない。 

 

Ⅲ 使用者に起因するノーワークの場合の賃金請求権 

 

 旧法 536 条 2 項は、債権者の責めに帰すべき事由によって債務を履行できなくなった場

合、債務者の反対給付を受ける権利が消滅しないと規定する。工事請負契約で債権者（注文

者）の帰責事由により完成不能となった事案(注 22)では、「請負契約において、仕事が完成

しない間に、注文者の責に帰すべき事由によりその完成が不能となった場合には、請負人は、

自己の残債務を免れるが、民法 536 条 2 項によって、注文者に請負代金全額を請求するこ

とができ、ただ、自己の債務を免れたことによる利益を注文者に償還すべき義務を負うにす

ぎないものというべきである。」と判示され、請負人に請負代金全額の請求権が認められた。

もっともこれまで 536 条 2 項は、請負契約であっても、ほとんどは雇用に類するものに適

用されてきた(注 23)。 

労働契約においては、民法 536 条 2 項は、特に解雇が無効となった場合の解雇期間中の

賃金請求権の根拠として用いられるようになり、解雇期間中に労働者が他からの収入（中間

収入）を得ていた場合の請求金額は、同第 2 文と休業手当（労基法 26 条）を考慮して決定

される。米軍山田部隊事件(注 24)では、「労働基準法 26 条は、民法 536 条 2 項の特別規定で

あって、労働者の労務の履行の提供を要せずして使用者に反対給付の責任を認めているも

のと解すべきであるから、･･･原判決が被上告人解雇期間内に他の職について得た利益は上
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告人に償還すべきであると認めながら、その償還の限度を平均賃金の 4 割にとどめ、上告人

に対し被上告人の解雇期間中の賃金として、平均賃金の 6 割相当の賃金の支払を命じたこ

とは正当であ」ると判示され、解雇期間中の賃金額のうち、平均賃金の 6 割までの部分は、

中間収入の多寡にかかわらず支払わなければならないとされた。なお賞与等の一時金は、休

業手当の算定の基礎となる平均賃金の算定には含まれないが、あけぼのタクシー事件(注 25)

では、中間収入の「額が平均賃金額の 4 割を超える場合には、更に平均賃金の算定の基礎に

されない賃金（労働基準法 12 条 4 項所定の賃金）の全額を対象として利益額を控除するこ

とが許されるものと解せられる。」と判示され、賞与の全額が中間収入控除の対象をなるこ

とが明らかになった。 

ロックアウトによる就労不能は、使用者に起因するものであるが、正当なロックアウトで

あれば、使用者は賃金支払義務を免れる。丸島水門事件(注 26)で最高裁は「個々の具体的な

労働争議の場において、労働者側の争議行為によりかえつて労使間の勢力の均衡が破れ、使

用者側が著しく不利な圧力を受けることになるような場合には、衡平の原則に照らし、使用

者側においてこのような圧力を阻止し、労使間の勢力の均衡を回復するための対抗防衛手

段として相当性を認められるかぎりにおいては、使用者の争議行為も正当なものとして是

認されると解すべきである。労働者の提供する労務の受領を集団的に拒否するいわゆるロ

ックアウト（作業所閉鎖）は、使用者の争議行為の一態様として行われるものであるから、

それが正当な争議行為として是認されるかどうか、換言すれば、使用者が一般市民法による

制約から離れて右のような労務の受領拒否をすることができるかどうかも、右に述べたと

ころに従い、個々の具体的な労働争議における労使間の交渉態度、経過、組合側の争議行為

の態様、それによって使用者側の受ける打撃の程度等に関する具体的諸事情に照らし、衡平

の見地から見て労働者側の争議行為に対する対抗防衛手段として相当と認められるかどう

かによってこれを決すべく、このような相当性を認めうる場合には、使用者は、正当な争議

行為をしたものとして、右ロックアウト期間中における対象労働者に対する個別的労働契

約上の賃金支払義務をまぬかれるものといわなければならない。」と述べた。この判決は、

民法 536 条 2 項に直接言及するものではないが、具体的な争議行為において労使間の均衡

が破れ、使用者に著しく不利な状況では、均衡回復のための防御的ロックアウトであれば

(注 27)、もはや債権者の責めに帰すべき事由による労務の受領拒否とはいえず、同 1 項の危

険負担の債務者主義の原則に戻り、使用者の賃金支払義務を否定したと解することができ

よう(注 28)。 

なお別の事業場で労働者自らが加入している労働組合が部分ストを実施し、自らは参加

しないものの、部分ストの結果就労できなかった場合、債権者の帰責事由は存在しないため、

民法 536 条 2 項によっては、労働者は賃金の支給を受けない。そこで休業手当の対象とな

る使用者の責に帰すべき事由による休業に該当することにより、休業手当の対象となるか

が問われたノース・ウエスト航空事件(注 29)で、最高裁は、「（労働基準法 26 条）の『使用

者の責に帰すべき事由』とは、取引における一般原則たる過失責任主義とは異なる観点をも
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踏まえた概念というべきであって、民法 536 条 2 項の『債権者ノ責ニ帰スヘキ事由』よりも

広く、使用者側に起因する経営、管理上の障害を含むものと解するのが相当である」とした

が、「本件ストライキの結果上告会社が被上告人らに命じた休業は、上告会社側に起因する

経営、管理上の障害によるものということはできないから、上告会社の責に帰すべき事由に

よるものということはできず、被上告人らは右休業につき上告会社に対し休業手当を請求

することはできない。」と判示した。 

旧法で危険負担は、双務契約の債務の一方が履行不能となった場合の他方の債務の存続・

消滅（存続上の牽連関係）を規律していたが、労務履行によりはじめて賃金請求権が発生す

るというノーワーク・ノーペイ原則と抵触する。あえて危険負担とノーワーク・ノーペイ原

則を統一的に理解するなら、使用者に帰責事由ある労務の履行不能によりはじめて、賃金請

求権が発生する(注 30)という技巧的な処理が必要となる。 

 

Ⅳ 民法（債権関係）改正における解除及び危険負担の変容 

 

1．改正の概要 

旧法 新法 

（債務者の危険負担等） 

民法 536 条 前二条（※1）に規定する場合を

除き、当事者双方の責めに帰することができ

ない事由によって債務を履行することができ

なくなったときは、債務者は、反対給付を受

ける権利を有しない。 

2 債権者の責めに帰すべき事由によって債

務を履行することができなくなったときは、

債務者は、反対給付を受ける権利を失わない。

この場合において、自己の債務を免れたこと

によって利益を得たときは、これを債権者に

償還しなければならない。 

（債務者の危険負担等） 

民法 536 条 当事者双方の責めに帰すること

ができない事由によって債務を履行すること

ができなくなったときは、債権者は、反対給

付の履行を拒むことができる。 

2 債権者の責めに帰すべき事由によって債

務を履行することができなくなったときは、

債権者は、反対給付の履行を拒むことができ

ない。この場合において、債務者は、自己の

債務を免れたことによって利益を得たとき

は、これを債権者に償還しなければならない。 

（履行不能による解除権） 

543 条 履行の全部又は一部が不能となった

ときは、債権者は、契約の解除をすることが

できる。ただし、その債務の不履行が債務者

の責めに帰することができない理由によるも

のであるときは、この限りでない。 

（債権者の責めに帰すべき事由による場合） 

543 条 債務の不履行が債権者の責めに帰す

べき事由によるものであるときは、債権者は、

前二条（※2）の規定による契約の解除をする

ことができない。 

（※1）旧法 534 条の債権者の危険負担、535 条の停止条件付双務契約における危険負担 

（※2）新法 541 条の催告による解除、542 条の催告によらない解除 
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旧法 543 条但書では、履行不能について、債務者に帰責事由ない場合、債権者は契約を解

除できないことを定め、履行遅滞についても同様と解されてきた。改正法では、解除の意義

を債務者へのサンクションから債権者の契約の拘束力からの解放へと転換し、債務が履行

されない場合は、債務者に帰責事由なくても解除が可能となるよう改められた。ただし債権

者に帰責事由がある場合は、契約を解除できない(注 31)。 

 履行不能において、債務者に帰責事由ない場合にも債権者が契約を解除できるとすると、

一方で危険負担により反対債務が消滅しているのであれば、すでに消滅した債務が解除に

よる消滅の対象となるという自己矛盾が生じる。改正にあたっては、536 条 1 項の危険負担

を廃止する解除一元化案が検討されたが(注 32)、解除の意思表示の到達や 544 条の解除の

不可分性の問題が指摘された。そもそも履行不能による契約解除と危険負担の重複の問題

は、危険負担の効果を反対債務の当然消滅としたことに起因する。そこでかかる重複の問題

を解消するため、536 条 1 項の危険負担を廃止せず、その内容を当然消滅構成から履行拒絶

構成に改めることにより、解決が図られた(注 33)。 

 危険負担の効果を反対債務の自然消滅構成から履行拒絶構成に変更すると、すでに発生

した債務であるがゆえに履行を拒絶できると解するのが自然であり(注 34)、労働契約締結時

に使用者の賃金支払債務の発生を認めないノーワーク・ノーペイ原則は、より説明が困難に

なる。ノーワーク・ノーペイ原則を維持するのであれば、使用者の帰責事由により労働者が

労務を履行できなくなった場合、労働者に賃金請求権が発生することを明文化(注 35)するこ

とが、より重要な意義を持つこととなる。しかしノーワーク・ノーペイ原則のもとでも旧法

の 536 条 2 項の「反対給付を受ける権利を失わない」との文言を根拠に賃金請求権が発生

すると実務上考えられていることとの関係で、新法においても依然として 536 条 2 項を賃

金請求権の発生根拠とすることができるとして(注 36)、新たな賃金請求権発生根拠の規定化

は見送られた。しかしこのことは、反対債務の自然消滅構成から履行拒絶構成へと、危険負

担の効果が変化したことの重要性をあまりに軽視したと言わざるを得ないだろう。 

 

2．労働者による労務の提供がなされない各局面での賃金請求権 

 以下では、民法（債権関係）改正の下で、ノーワーク・ノーペイ原則が維持された場合、

及びノーワーク・ノーペイ原則が維持されず労働契約締結時に労働者の賃金請求権が発生

する場合において、労働者が労務を提供しないまたは提供しようにもできない各局面にお

ける労働者の賃金請求権の帰趨を示す。 

（1）ノーワーク・ノーペイ 

 法改正の影響を受けない。 

①正当なストライキの場合 

 労務の提供なく、労働者の賃金請求権は発生しない。 

②不当解雇の場合 

 賃金請求権が 536 条 2 項で発生する。 
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③正当なロックアウトの場合 

 使用者に 536 条 2 項の帰責事由ないため、賃金請求権は発生しない。この点、ノーワー

ク・ノーペイ原則に配慮しない丸島水門事件のⅢの法律構成と異なり、同 1 項による賃金請

求権の消滅という解釈は取れない。 

④無断欠勤の場合 

 労務の提供なく、労働者の賃金請求権は発生しない。 

（2）労働契約締結時に賃金請求権発生（旧法） 

①正当なストライキの場合 

 労働者が労務を提供できないことにつき、使用者・労働者ともに帰責事由ないため、536

条 1 項により、賃金請求権は消滅する。 

②不当解雇の場合 

 使用者にのみ帰責事由があるため、536 項 2 項により、賃金請求権は存続する。 

③正当なロックアウトの場合 

 正当なロックアウト（防御的ロックアウト）が認められる場合は、使用者に 536 条 2 項の

帰責事由ないため、たとえ労働者の争議行為に労務不提供の帰責事由が認められなくても、

同 1 項で賃金請求権は消滅する。労務不提供に労働者の帰責事由が認められる場合は、次の

④のとおりである。 

④無断欠勤の場合 

 労働者に帰責事由ある労務不提供として、使用者の 543 条の解除により、賃金請求権は消

滅する。 

（3）労働契約締結時に賃金請求権発生（新法） 

①正当なストライキの場合 

 使用者は、労働者が労務を提供できないことにつき、労働者に帰責事由なくても解除がで

き、解除により賃金請求権は消滅する。なお労働者の債務は、時々刻々と履行不能となるた

め、542 条の無催告解除の対象となる。債権者は、解除しない場合も、536 条 1 項により、

賃金の支払いを拒絶できる。 

②不当解雇の場合 

 使用者は、543 条但書により解除できず、536 条 2 項により賃金支払いを拒絶できない。 

③正当なロックアウトの場合 

 使用者に帰責事由はなく、その場合、賃金支払義務は存続するものの、使用者は 536 条に

より履行を拒むことができる。542 条の無催告解除により、賃金請求権は消滅する。この場

合、丸島水門事件最高裁判決の「（使用者は）賃金支払義務をまぬかれる」との判断は、新

法の下で見直しを迫られることも考えられる。労務不提供に労働者の帰責事由が認められ

る場合は、次の④のとおりである。 

④無断欠勤の場合 
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 労働者の労務不提供に対し、使用者の 542 条の無催告解除により、賃金請求権は消滅す

る。 

（4）まとめ 

 以上の労働者の賃金請求の可否をノーワーク・ノーペイ原則が維持された場合と比較す

ると、下表のとおりとなる。下線部のケースでは、賃金支払債務が消滅するためには、使用

者による解除が必要になる。 

 

 正当な 

ストライキ 

不当解雇 正当な 

ロックアウト 

無断欠勤 

ノーワーク・ノ

ーペイ（改正の

影響なし） 

× 〇 

536 条 2 項で発

生 

× 

使用者に 536 条

2 項の帰責事由

ないため、発生

せず 

× 

労働契約締結時

に賃金請求権発

生（旧法） 

× 

536 条 1 項で消

滅 

〇 

536 条 2 項で消

滅せず 

× 

使用者に 536 条

2 項の帰責事由

ないため、同 1 項

で消滅 

× 

労働者の債務不

履行にもとづく

543 条の解除で

消滅 

労働契約締結時

に賃金請求権発

生（新法） 

× 

536 条 1 項で履

行拒絶、542 条の

解除で消滅 

〇 

543 条但書で解

除できず、536 条

2 項で履行拒絶

できず 

× 

使用者に 536 条

2 項の帰責事由

ないため、同 1 項

で履行拒絶、542

条の解除で消滅 

× 

労働者の債務不

履行にもとづく

542 条の解除で

消滅 

 

3．労働契約締結により賃金請求権の発生を認める場合の問題点 

新法の下では、ストライキによる労務不提供に対しては、使用者は賃金支払債務の履行を

拒絶できるが、義務自体は存続し、消滅のためには、解除が必要となる。もし解除が解雇を

意味するのであれば、ストライキを理由とする解雇は、不当労働行為として、労働委員会に

よる原職復帰命令の対象となるだけでなく、私法上も無効となる。ロックアウトに際して、

賃金支払義務を消滅させるために解除を行う場合も同様である。 

また法改正の前後を問わず、無断欠勤のような労働者に帰責事由ある労務の不提供に対

しては、解除により使用者の賃金支払債務が消滅する。ここでももし解除が解雇を意味する

のであれば、労働者の債務不履行の程度が軽微であれば、客観的に合理的な理由を欠き、社

会通念上相当であると認められないとして、解雇が無効になる（労契法 16 条）場合も多い
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であろう。 

 

Ⅴ イギリスにおける雇用契約の二面性 

 

1 イギリス雇用法の応用可能性 

労務提供型契約が雇用契約かどうかの判断方法については、わが国とイギリスでは共通

点が多いとされる(注 37)。後述のとおり、イギリスでは、雇用契約かどうかの判断基準とし

て、義務の相互性基準が用いられる。同基準は、民法 623 条「雇用は、当事者の一方が相手

方に対して労働に従事することを約し、相手方がこれに対してその報酬を与えられること

を約することによって、その効力を生ずる。」及び労契法 6 条「労働契約は、労働者が使用

者に使用されて労働し、使用者がこれに対して賃金を支払うことについて、労働者及び使用

者が合意することによって成立する。」の規定と共通すると思われる。もっとも過去の議論

では、イギリスでは、身分関係を克服し、市民法理としての契約関係を重視したコモン・ロ

ー雇用契約法が現在も重要であるのに対し、わが国では、労働者の使用者に対する従属性が

重視され、独立した労働契約法典を持たない中で、民法の雇用契約とは異なる使用従属性に

裏付けられた労働関係が存在するとされてきた(注 38)。しかし平成 19 年に労契法が制定さ

れ、労働契約が、使用者及び労働者の対等な立場での自主的な交渉にもとづく合意により締

結・変更される契約であることが明らかにされた（労契法 1、3 条）。労契法の労働契約は、

民法の雇用契約と同義と解されている(注 39)。上記の民法 623 条及び労契法 6 条も同趣旨

とされている(注 40)。以上に鑑みると、イギリス雇用法の解釈をわが国の労働契約（＝雇用

契約）に応用することには、十分な意義があると考えられる。 

 

2 イギリスのおける被用者性 

イギリスでは、雇用契約（contract of service）(注 41)を請負契約等の他の労務提供型契約

（contract for service）と区別するため、これまで様々な基準(注 42)が提唱されたが、最近は

約因（consideration）法理にもとづく義務の相互性基準（mutuality of obligation test）が定着

している(注 43)。 

O’Kelly v Trusthouse Forte plc 事件(注 44)では、原告は、被告ホテルチェーンのリストに登

録され、一定期間、求めに応じてホテルのケータリングサービスに従事することを求められ

ていた。原告は他で雇用されることなく、ホテルの要請を断れば、リストから外された。原

告は、組合員であることを理由とする解雇からの保護を受ける被用者に自らが該当すると

主張した。原告が被用者であるためには、分離した個々の勤務自体を雇用契約と見るか、後

述の個々の勤務をつなぐ雇用契約としての global contract（umbrella contract とも呼ばれる）

が認められなければならない(注 45) (注 46)。global contract が存在するといえるためには、

サービスへの従事が断続的で、実際には従事していない期間があっても、その間も以後に従

事する見通しが認められなければならない。雇用控訴審判所（Employment Appeal Tribunal；
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EAT）は雇用契約の存在を認めたが、控訴院（Court of Appeal）は、EAT の判断を覆し、EAT

の前審である雇用審判所（Employment Tribunal）による以下の判断を支持して、原告は単に

1 つのクライアントのみの勤務を選んだ独立契約当事者に過ぎないとした。global contract の

存在も認めなかった。 

「原告は勤務可能な仕事を供給されるとの期待のもとで、会社と関係を築いた。それ

は特定のイベントにおけるサービスにかかる純粋な商取引である。なぜならば、会社

には仕事を供給する義務が認められず、原告には将来にわたりサービスを提供する義

務が認められないからである。」 

 このように控訴院は、O’Kelly 事件の判断に際し、義務の相互性の考え方を導入した。一

般にイギリス契約法では、契約が有効であるためは、約因によって裏付けられなければなら

ない。約因は、契約当事者間における将来に向けての相互の義務の交換である(注 47)。義務

の相互性基準は、Carmichael v National Power 事件(注 48)で貴族院（House of Lords）によっ

ても支持された。Carmichael 事件で貴族院は、求めに応じて働く臨時労働者（casual as required 

basis）であるツアーガイドの勤務形態が、global contract に必要な義務の相互性を欠いてい

ることを指摘したが、使用者に勤務枠提供の縛りがないゼロ時間契約（zero hours contracts）

による個々の勤務の間に、結合性を認めなかったことになる。その判断の重要な根拠は、使

用者による呼び出しがあっても、原告が自由に断れることにあった(注 49)。 

 

3 雇用契約の二面性 

 雇用契約には、特定の期間、作業、義務または相互の約束によって画される就労と賃金の

交換取引（exchange transaction）の側面と、期間を通じた将来のパフォーマンスにかかる相

互の義務の交換を内容とする関係性契約（rational transaction）の 2 つの側面がある。後者は、

安定性と継続性を特色とし、期間の短さや通知による解消の容易さに左右されない(注 50)。

もっとも関係性契約が契約といえるためには、削減できない最小の（irreducible minimum）

相互義務が存在しなければならない(注 51)。かかる相互義務の内容は、使用者における将来

に向けて仕事を提供する義務と、被用者における依頼された仕事を受諾する義務である。関

係性契約は、期間を通じて個々の交換取引をその傘下に収める global contract に相当する 

(注 52)。 

 

4 日本法への示唆 

 Ⅱ-1．では、賃金債権を雇用契約の締結と同時に発生する基本債権と支分権としての具体

的請求権に分ける見解に言及した。イギリスの議論からは、基本債権は関係性契約に、支分

権は交換契約に、それぞれ相当するように思われる。 

 ここで重要なことは、関係性契約は、契約当事者にどのような拘束力を及ぼすのか明らか

でない抽象的なものではなく、労働者に対し具体的な指揮命令を行うことを使用者に求め

る拘束力を有する点である。関係性契約の存在は、使用者の指揮命令を導くことにより具体
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的請求権が発生し、労働者の賃金を受領する期待が満たされるだけでなく、雇用そのものの

安定性と継続性をももたらすのである。 

 

Ⅵ 小括 

 

民法（債権関係）改正により反対債務の自然消滅構成から履行拒絶構成へと危険負担の効

果が変化することにより、新法の下でのノーワーク・ノーペイ原則は、旧法以上に説明が困

難となった。結局のところ、法改正においては、ノーワーク・ノーペイ原則の是非が顧みら

れることなく、また同原則を認めるとしても、その根拠を明確化させることなく、実質的に

議論を棚上げしたとみるべきであろう。 

もっともノーワーク・ノーペイ原則を否定し、労働契約締結により賃金請求権の発生を認

めた場合、労務不提供の原因ごとに賃金請求権の帰趨が大きく異なり、法改正により危険負

担の位置づけが変わり、使用者の賃金支払義務の消滅には解除を要することとなったこと

とも相俟って、法律関係が複雑であることは否めない。この点ノーワーク・ノーペイ原則は、

労務不提供の原因ごとの賃金請求権の帰趨の差異が小さく、法改正の影響も受けないこと

から、簡明な処理を可能とする。またノーワーク・ノーペイ原則は、主にストライキの際の

賃金カットの根拠とされるが、旧法では、同原則によらなくても、危険負担の効果としての

賃金請求権の消滅により、労働者はストライキ期間の賃金を請求できない。ところが、労働

契約締結により賃金請求権の発生を認めると、無断欠勤の場合、法改正の前後を問わず危険

負担は適用されず、解除によらなければ賃金請求権は消滅しない。すなわち無断欠勤を理由

とする解除の困難さの問題は、すでに旧法の時点から生じていたのである。その意味でノー

ワーク・ノーペイ原則は、むしろ労働者に帰責事由ある労務不提供の場合にこそ、強い存在

意義が認められよう。このように考えると、ノーワーク・ノーペイ原則を残すメリットも認

められる(注 53)。 

しかしわたくしは、実務的な観点を含め、以下の理由により、賃金請求権発生の根拠とし

てのノーワーク・ノーペイ原則を消極的に解したい。 

Ⅳ-1 で述べたとおり、旧法では、債務者に帰責事由ある場合のみ、債権者は契約を解除で

きたが、現実の事例では、債務者に帰責事由があったかどうかは、容易には判断できない。

売買契約を例に取ると、引渡し前に倉庫への落雷により目的物が消失した場合、売主には当

然に帰責事由がないとは言い切れず、倉庫の耐火性が十分であったか等の事情が、帰責事由

として検討されなければならなかった(注 54)。新法では、解除に債務者の帰責事由が不要と

なったが、その背景には、かかる帰責事由の証明が困難であるという実務的な問題がある。

労働契約に目を転じると、労働者に帰責事由ある労務不提供の典型例として、Ⅳ-2 では無

断欠勤を取り上げたが、欠勤の大半を占める私傷病にもとづく欠勤については、労働者に帰

責事由あるかどうかの判断は困難である。このように労働契約締結時に賃金請求権の発生

を認めると、旧法では、解除に際して、債務者の帰責事由の有無の判断が困難であるため、
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ノーワーク・ノーペイ原則を支持すべきであったとも考えられる。しかし実務上は、私傷病

は、仮に回避可能性があっても、労働者に帰責事由ないものと扱う場合が多いと考えられる。

そうすると旧法のもとでは、多くの欠勤は、労働者に帰責事由ない場合として、債務不履行

ではなく危険負担の問題として処理され、解除によらず賃金請求権は消滅したと考えるべ

きである。さらに民法（債権関係）改正により、賃金請求権の消滅には解除を要件とするも

のの、解除に債務者の帰責事由が不要となったことは、ノーワーク・ノーペイ原則を採用す

る必要性をさらに低下させるものといえよう。 

結局のところ、労務不提供の原因ごとに賃金請求権の帰趨が異なるという法律関係の複

雑さの問題は残るものの、上記の実務上の観点を含め、ノーワーク・ノーペイ原則が確固と

した根拠にもとづくものとはいいがたいこと、新法において旧法以上に危険負担処理との

整合性が疑問視されることからは、ノーワーク・ノーペイ原則を賃金請求権発生における大

原則とすることには、躊躇せざるをえない。 

ノーワーク・ノーペイ原則を採用せず、労働契約締結時に賃金請求権が発生するとした場

合、民法（債権関係）改正により、危険負担の効果が反対債務の自然消滅構成から履行拒絶

構成へと変化したことに伴い、労働者の労務不提供にもとづく使用者の賃金支払債務の消

滅に解除を要することとなったが、Ⅳ-3 では、解除が解雇を意味するのであれば、わが国の

厳しい解雇規制に抵触する可能性があることを指摘した。 

かかる問題の解決には、イギリス法の議論が有益である。Ⅴ-4 で述べたとおり、雇用契約

の締結と同時に発生する基本債権は、イギリス法にいう関係性契約に、支分権としての具体

的請求権は交換契約に、それぞれ相当すると考えられる。わが国の厳しい解雇規制の対象と

なるのは、関係性契約としての労働契約であろう。これに対して、労働契約締結と同時に発

生し、解除により消滅する賃金請求権は、交換契約にかかるものと考えるべきであろう。も

っともⅤ-2 で見たとおり、関係性契約は、断続的な交換契約を連結するところに重要な意義

があるが、月給制に代表される連続的な労働契約における労働義務も賃金請求権も、期間で

区切って認識することが可能であり、やはり交換契約にかかるものであるということがで

き、その結果、関係性契約と交換契約の併存は可能であろう。 

正当なストライキの場合、正当なロックアウトの場合および無断欠勤の場合、使用者は労

務不提供の期間にかかる交換契約を解除することにより、賃金支払義務を免れる。解除にあ

たっては、労働者に対する解除の意思表示が必要となるが、現実の賃金の不支給をもって、

解除の意思表示とみることが可能であろう。 

このように、イギリスにおける雇用契約の二面性の議論を参照することにより、解雇と労

務不提供にあたり賃金請求権を消滅させるための解除とを切り離して理解することが可能

となる。 
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Ⅶ 各種の賃金とノーワーク・ノーペイ原則 

 

 これまでは、月例賃金のうち基本給を前提に論じてきたが、以下では、月例賃金のうち基

本給以外の諸手当及び賞与について、ノーワーク・ノーペイ原則の対象とすべきか、検討す

る。これまでの本稿の議論からは、ここでノーワーク・ノーペイ原則の対象とすべきものと

は、賃金の構成要素のうち、労働義務の履行により賃金の額が確定するため、労働契約締結

と同時に労働義務の履行請求権と賃金請求権が発生するとはいえないものということがで

きよう。 

 

1．諸手当 

 わが国では、基本給を補う目的で、（ⅰ）役付手当、技能手当等の職務関連手当、（ⅱ）家族

手当、住宅手当、地域手当、単身赴任手当等の生活関連手当、（ⅲ）通勤手当、（ⅳ）給食手

当、（ⅴ）成績加給、精皆勤手当、無事故手当等の勤務実績にもとづく追加的手当等の諸手当

を支給される場合が多い(注 55)。（ⅰ）から（ⅳ）の中には、労務提供のいかんにかかわらず、

就業規則の定めに従って支払われるものも少なくない。労務提供とリンクしない賃金は、ノ

ーワーク・ノーペイ原則の埒外である。その一方で、三菱重工長崎造船所事件最高裁判決が

示したとおり、生活関連手当等であっても、就業規則の定めにより、賃金カットの対象とな

る場合がある。この場合は、ノーワーク・ノーペイ原則適用の可否が俎上に上り、時間を単

位として定められる基本給に準じて、本来ノーワーク・ノーペイ原則は適用されないと考え

るべきであろう。これに対して（ⅴ）は、労働者の勤務成績にもとづき支給の可否や金額が

決定されるため、出来高給や歩合給と同様に、ノーワーク・ノーペイ原則が妥当しよう。 

 使用者は、労基法上の時間外労働・休日労働をさせた場合、一定率以上の割増賃金を支払

わなければならない。就業規則が法定の割増率を超える時間外賃金の支払いを定めていた

場合は、使用者は当該割増賃金を支払わなければならない。さらに法定労働時間内であって

も就業規則により時間外労働と扱われる法内超勤についても、割増賃金の定めがあれば、使

用者は当該割増賃金の支払義務を負う。これら時間外手当については、基本的にノーワー

ク・ノーペイ原則が適用されると考えられる。 

 

2．賞 与 

 賞与は、一般に就業規則の定めにより、特定の支給日に会社の業績、労働者の勤務成績を

考慮して決定した額が支払われる場合が多い。東芝（うつ病）事件(注 56)では、勤務実績に

対する査定により、具体的な賞与の支払請求権が発生するとされた。したがって賞与につい

ても、基本的にノーワーク・ノーペイ原則が妥当すると考えられる。 
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Ⅷ 結びに代えて（働き方改革とノーワーク・ノーペイ原則） 

 

 平成 30 年に成立した働き方改革関連法は、賃金における各構成要素の比率に影響を与え

る可能性がある。 

 第 1 に、時間外労働に上限規制が設けられたことによる影響が考えられる。従前は、適法

な 36 協定が締結されていれば、法的拘束力のある時間外労働の上限規制はなかった。働き

方改革関連法によって長時間労働是正のための労基法改正が行われ、時間外労働の上限は、

原則として月 45 時間、年 360 時間となり、臨時的な特別の事情があって労使が合意する場

合でも、（ⅰ）年 720 時間以内、（ⅱ）複数月平均 80 時間以内（休日労働を含む）及び（ⅲ）月

100 時間未満（同）のいずれも満たす必要があり、原則である月 45 時間を超えることがで

きるのは、年間 6 か月までに限られることとなった。これらに違反すると、罰則が適用され

る。時間外労働規制の強化は、労働時間短縮の機運とも相俟って、ノーワーク・ノーペイ原

則が適用される時間外手当の縮小に向かうことが予想される。 

 第 2 に、高度プロフェッショナル制度の法制化による影響が考えられる。高度プロフェッ

ショナル制度は、高度の専門的知識等を必要とし、その性質上従事した時間と従事して得た

成果との関連性が通常高くないと認められる一定の業務で、賃金の額が基準年間平均給与

額の 3 倍の額を相当程度上回る場合、働きすぎ防止措置や健康・福祉確保措置を講じること

で適用が可能となる。同制度が適用されると、労基法の労働時間規制の適用を受けない。高

度プロフェッショナル制度がどの程度普及するかは未知数であるが、労働時間規制の非適

用により、ノーワーク・ノーペイ原則の埒外となる。これにより時間を単位として定められ

ることで本来ノーワーク・ノーペイ原則を適用すべきでない基本給部分は、後退することと

なる。 

 第 3 に、パート・有期契約労働者に対する適正処遇の影響が考えられる。短時間・有期雇

用労働者法 8 条は、パート・有期契約労働者と正社員との労働条件の相違が、労働者の業務

の内容及び当該業務に伴う責任の程度、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事

情を考慮して、不合理であってはならないと定める。同条のもととなった旧労働契約法 20

条の解釈に関し、定年後に再雇用された有期契約の嘱託乗務員と正社員との労働条件の差

異が不合理であるかが問われた長澤運輸事件(注 57)で最高裁は、能率給、職務給、住宅手当、

役付手当を嘱託乗務員に支給しなかったことを不合理としない一方で、精勤手当の不支給

とそれに伴う時間外手当における不利益な扱いを不合理であるとした。ハマキョウレック

ス事件(注 58)では、最高裁は、正社員に支給される住宅手当が（有期）契約社員に支給され

なかったことを不合理としなかったものの、皆勤手当、無事故手当、特殊作業手当、給食手

当、通勤手当については、契約社員に対する不支給が不合理な扱いに当たるとした。これら

不支給が不合理とされた手当には、Ⅶ-1 で述べたとおり、ノーワーク・ノーペイ原則が当

然に適用されるものと、通常同原則の埒外とされるものとがある。いずれにしても適正処遇
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の要求は、非正規労働者の賃金体系におけるノーワーク・ノーペイ原則の比重につき、正社

員とパラレルに判断すべき傾向を高めることとなろう。 

 以上のとおり、働き方改革関連法により、賃金における各構成要素の比率の変化を通じて、

ノーワーク・ノーペイ原則の比重も変化することとなろう。 
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